
〈第５B 分科会〉 「教職員の専門性に関する課題」② 午前の部 

■提言者   沖縄県宮古地区教頭会 宮古島市立狩俣中学校 仲間 智 先生 

■提言主題  教職員の資質・能力の向上を図るための教頭の関わり 

      －授業改善を核とした連携・協働を通して－ 

■概要 

 沖縄県では、全国学力調査で全国平均を下回る状況が続き、

授業改善が児童生徒の理解・定着や主体的な学びに十分結び

付いていないこと、また離島・小規模校が多く教員育成の機

会が限られていることが課題であった。 

 そこで、学校教育目標やスクールプランの共有・見直し、

各教科の PDCA サイクルシートの活用、教育委員会や近隣校

と連携した研究会、授業観察とフィードバック、ICT 活用の

推進、小中合同授業研究会などを実施した。 

 その結果、教職員の授業改善への意識や指導力が向上し、学校間・教科間の連携や協働的な学

びが促進されたほか、研修の充実についても多くの教職員が肯定的に評価した。 一方で、自律

的な研修組織づくりや、教師の主体的な学びを児童生徒の主体的な学び・学力向上へさらに結び

付けていくことが今後の課題として残っている。 

■グループ協議 

協議の柱を、「一人一人のウェルビーイングの

実現に向け、授業改善を核とした連携・協働に関

する副校長・教頭の役割」として、活発な研究協

議が行われた。 

・チーム担任制・教科担任制の導入は、教職員の

負担軽減や授業改善、専門性の向上に効果を示し

ており、ウェルビーイングの向上にもつながって

いる。一方で、教職員間の共通理解と保護者およ

び地域への丁寧な説明が成功の鍵であり、その推進役として教頭のリーダーシップが重要であ

る。 

・外部研修や教育研究会などのネットワークを活用することで、教員の学びや学校間の連携が促

進されている。また、校内では管理職が積極的に授業参観を行い、優れた実践を発信・共有する

ことで、前向きな学校文化の醸成につながる。教頭には、教職員同士をつなぎ、良い実践を広げ

ながら、学校全体の組織力向上を支える役割が求められる。 

・授業改善を推進するために、教頭が授業観察を通して教員に寄り添い、伴走者として支援する。

また、ICT 環境の整備や教育情報の共有、地域・行政との連携などを通して教職員をつなぐ役割
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も期待されている。さらに、教職員が同じ方向を目指して

取り組める組織づくりを進めることが、授業改善の基盤と

なり、その推進において教頭の果たす役割は大きい。 

・まず時間的な余白を生み出すことが重要である。採点日

や会議の見直し、部活動改革、ICT 活用などの工夫によっ

て業務負担を軽減し、その余白を授業改善や主体的な学び

につなげていく。教頭には、教職員を支えるコーディネー

ターとして環境整備や組織運営を行い、教職員が当事者意

識を持って働ける学校づくりを推進する役割が求められ

る。 

・時間確保や共通理解の形成が多くの学校に共通する課題である。その解決に向けては、子供主

体の授業や学校づくりを推進するとともに、世代を超えた学び合いや校内外の研修機会を充実

させることが重要である。また、若手教員の育成については、一部の教員に任せるのではなく、

全教職員で支える体制づくりが有効であるとの意見が出された。そうした組織づくりを通して

教職員一人一人のウェルビーイング向上につなげていく。 

・人材育成、授業改善、研修機会の確保を相互に関連する課題として捉え、特にミドルリーダー

の活用や心理的安全性の確保が必要。また、研修時間を生み出す工夫や情報共有の効率化が進め

られている一方で、業務削減の難しさという課題がある。持続可能な学校運営のためには、チー

ム担任制など組織的な取組を支えるルールづくりや合意形成が不可欠であり、その推進役とし

て教頭のマネジメント機能が重要である。 

■指導・助言 

○北海道教育庁学校教育局教職員育成課人材育成・教育研究所整備推進係長 山本 泉美 先生 

・子どものウェルビーイングの実現には、まず教職員自身が学び、支え

合い、成長を実感できる学校づくりが必要。 

・子どもの学びを変えるためには教師の学びを変えることが重要。その

ために教頭は、つなぐ 支える 励ます 学びを促進する存在として大

きな役割を果たす。 

・持続的な学びの文化を学校に根付かせることが、学校全体のウェルビ

ーイングの向上につながる。 

○ 愛知県豊川市立御油小学校 校長 牧野 忠勝 先生 

・教職員が孤立せず、支え合いながら専門性を高められる協働体制の構築が重要。教頭がファシ

リテーターや地域との橋渡し役を担うことで、教職員の精神的ゆとりと専門性の向上につなが

っている。 

・副校長・教頭に求められる 4 つの役割 

 ①共通目標の明確化による方向性の共有 

 ②心理的安全性の確保とボトムアップの促進 

 ③学校内外をつなぐコーディネーターとしての役割 

 ④ICT 活用による業務効率化と感謝・ねぎらいの徹底 

・教師エージェンシー（主体的に考え行動する力）を引き出す環境づく

りが授業改善の鍵となる。教職員の強みに目を向け、信頼して任せ、管

理職が最終責任を負う姿勢が安心感のある職場を生む。副校長・教頭には学び続ける教職員集団

の伴走者として、教職員と自らのウェルビーイングの実現を支えるリーダーシップが期待され



る。 

 

〈第５B 分科会〉 「教職員の専門性に関する課題」② 午後の部 

■提言者 北海道遠軽地区教頭会 紋別市立潮見小学校 上野 さえ子 先生 

■提言主題 学校段階間連携を通した、教職員の学校運営参画意識の向上 

      －18 年間を見据えた保小・小中・中高連携の取組の推進と教頭の役割－ 

■概要 

遠軽地区では少子化による学校段階間連携が進む中、教職員

の学校運営への参画意識、18 年間を見通した教育活動の共有、

ICT 活用能力の向上に課題が見られた。また、異なる学校段階

をつなぐ連携体制の充実も求められていた。  

そこで、教頭が「カウンセラー」「デザイナー」「コーディネ

ーター」の役割を担い、教職員との対話や合意形成、PDCA サ

イクルの可視化、保小・小中・中高連携の推進、9 年間の学び

のデザイン作成、ICT 研修の実施や情報共有を進めた。  

成果として、教職員の参画意識が高まり、前向きな合意形成や ICT 活用能力の向上、授業改

善につながった。また、学校間連携が深まり、学びの連続性を意識した教育実践が進展した。一

方で、保小・小中・中高を通した学びの連続性の確保、組織文化の違いを越えた協力体制の強化、

系統性を踏まえた授業改善が今後の課題である。 

■グループ協議 

 協議の柱を「活力ある学校づくりを目指し、教職員の

学校参画意識を高めるための異校種間連携等に関する

副校長・教頭の役割」として、活発な研究協議が行われ

た。 

・カウンセラー的役割について、中学校では教員の悩み

が直接教頭に届きにくい一方、小学校では教頭に相談

が集中する実態がある。中学校のように役割分担が明確で組織的に対応する体制が有効。一人一

人が役割を担うことで参画意識が高まり、教頭も教職員を評価・称賛する機会が増える。その結

果、教員の意欲向上につながる好循環が生まれる。 

・中学校教頭を中心に、スクラップアンドビルドの視点から業務改善について話し合った。部活

動時間の短縮や休養日の設定、体育祭や合唱コンクールなどの行事を午前中で終える工夫、テス

ト回数の削減などが挙げられた。また、役割分担が曖昧だと教頭に業務が集中しやすく、日直業

務なども教頭任せになりがちであるとの意見が出た。教職員一人一人の役割を明確にすること

で参画意識を高め、組織的に業務改善を進めることが重要である。 

・教員不足や多忙化、学校文化や人事異動の違いなど、連携を進める上での課題が共有された。

一方、スクールカウンセラー等の小中横断的な活動や教科書の共有など、無理なく始められる工

夫の有効性が示された。また、小６体験入学やケース会議の事前連携、共通テーマによる授業研

究などを通じて、児童生徒の成長を切れ目なく支える実践の重要性が確認された。 

・教頭の「つなぐ役割」を中心に協議した。幼保小連携では教職員の相互訪問や交流、小中連携

では乗り入れ授業やオンライン交流が有効であり、教員同士の相互理解につながっている。また、

中学校生活の紹介や職場体験に関する連携、特別支援教育や生徒指導における異校種間連携の

事例もあった。一方で、子どもの 18 年間の成長を見通した取組は十分とは言えず、その意義や



効果を教職員に広める必要性が課題として挙げられた。地域と学校が連携しながら、必要なとこ

ろから実践を進めることが大切である。 

・小中一貫校でも、教育文化や指導方法に違いがあり、合同行事の運営にも課題がある。また、

園小連携や小中連携では、見学だけでは相互理解が十分に深まらず、実際に異校種で勤務する経

験が有効との意見が出た。さらに、小中双方を経験した教員は、それぞれの役割や実情への理解

が深まる。異校種異動を自治体主導で進めている地域もある。教頭には、教職員を同じ方向へ導

くコーディネーターとしての役割が求められる一方、要となる教員を支援しながら連携を推進

することが重要である。 

■指導・助言 

○北海道教育庁学校教育局教職員育成課人材育成・教育研究所整備推進係長 山本 泉美 先生 

・学び合う組織づくりについて、教職員一人一人の主体性を尊重し、心理的

安全性のもとで教育実践と自己研鑽を進めることが重要である。教頭は学

び合える環境づくりや教育の質の向上に大きな役割を担っている。 

・学校改善と連携の推進には、課題の把握・分析、改善策の立案・検証を、

根拠に基づいて進めるこ 

とが求められる。連携は教育課程や文化の違いを理解し、既存組織を活用

した計画的な取組が効果的である。 

・学校参画意識を高めるには①学校参画への啓発、②教職員の強みを生かし

た委任、③挑戦を支える支援、④適切な評価と承認の四点が重要である。教職員が「自分も学

校づくりの一員」と実感できる環境づくりが活力ある学校につながる。 

・今後は、対話と共感を基盤にした協働的な学校文化の醸成を継続してほしい。DX 推進や働き

方改革、安全・安心な勤務環境の整備を進めるとともに、困難な課題にも組織として対応でき

る学校体制の構築を期待する。 

○ 愛知県豊川市立御油小学校 校長 牧野 忠勝 先生 

・異校種間連携では、校種間の文化や価値観の違いから誤解や先入観が生じやすく、その調整に

は副校長・教頭の大きな役割が求められる。遠軽地区の実践では、教職員の学校参画意識の向

上、多忙感の軽減、ICT 活用能力の向上などの成果が見られた。 

・副校長・教頭に求められる 3 つの役割： 

カウンセラー的役割 

傾聴・共感・受容を通して心理的安全性を確保する。 

教職員の挑戦や成長を認め、肯定的な声掛けで主体性を引き出す。 

デザイナー的役割 

18 年間の発達を見据えた教育課程やカリキュラムづくりを主導する。 

学びの可視化と校種を超えた共通理解を促進する。 

コーディネーター的役割 

教育委員会、スクールカウンセラー、地域人材などとの連携を進める。 

人・物・予算を効果的に結び付け、教職員の負担軽減を図る。 

・副校長・教頭自身のウェルビーイングの向上のため、校長との定期的な対話や情報共有を行い、

一人で抱え込まない体制をつくる。「頼る・任せる・やめる」の視点で業務改善を進め、形骸

化した業務を見直す。リフレッシュや学びの時間を確保し、心身の健康を維持する。 

・活力ある学校づくりの基盤は、教職員のウェルビーイングと学校参画意識の向上にある。 

副校長・教頭がカウンセラー、デザイナー、コーディネーターとして機能することで、教職員



が主体的に学び続ける組織が形成される。教職員と管理職双方のウェルビーイングの好循環が、

子どもたちの成長と学校の活性化につながる。 


